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第Ⅰ章　はじめに

近年の地理学における産業集積研究では、

イノベーションに焦点を当てた議論が行われ

ている。水野は地理学におけるイノベーショ

ンの研究方法について、定量的研究と定性的

研究による相互補完を行い、多角的に考察す

ることの必要性を指摘している。その中で、

定量的研究には特許や論文のカウントによる

分析、定性的研究には質問票調査やインタ

ビュー調査などをあげている1）。

イノベーションの定量的研究では、水野が

大阪府の中小企業を対象として、特許データ

に記載された特許権者や発明者の所在地か

ら、発明が行われた場所、すなわちイノベー

ションが起こった場所を特定し、イノベー

ションによる空間的なネットワークを分析し

ている2）。また與倉は社会ネットワーク分析

により、地域新生コンソーシアム研究開発事

業を対象に、事業に参加した事業所と共同で

研究開発を行った相手の事業所とのネット

ワークを求め、研究分野ごとの特徴を明らか

にしている3）。定性的研究では、與倉が諏訪

地域における企業の見本市を対象として、見

本市を主催する実行委員会へのインタビュー

調査、実行委員会が行った見本市のアンケー

ト調査の結果から、新たな知識や情報の獲得、

取引関係や受注関係の構築が域内の企業にお

いて暫定的に開催される見本市を媒介して行

われていることを指摘している4）。また大島

は製品転換の観点から、中京圏の陶磁器産業

と刃物産業が集積する地域を対象に、産地製

品から製品転換をした企業を事例にあげ、大

都市圏における新奇的知識の獲得では、産業

事業者が集積する範囲を超えた学習ネット

ワークが形成されることを指摘している5）。

現在の日本のものづくりの課題として、水

野はコモディティ化を防ぐため、文字や数式

によって明確化ができない知識による価値創

造へ視野を広げることをあげている。そして、

知識とそれに基づく価値の形成を考察する際

には、技術的イノベーションの議論が有用で

あると指摘している6）。この指摘を踏まえる

と、「京都企業」という独自の企業モデルを

有する企業を扱うことは、今日のイノベー

ションの議論において有用であると考えられ

る。末松ほかは、ハイテク部品に代表される

京都企業群が 1 つの技術に特化している点、
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業界団体や系列傘下に属そうとはせずに独立

系である点、市場に対してオープンに事業を

展開している点などを京都企業に共通したリ

スクヘッジの特徴としてあげている7）。京都

企業のモデルについて中瀬は、企業モデルが

成立した背景に触れ、そのモデルが競争力を

有する日本の電子部品メーカーにも当てはま

ることを指摘している8）。イノベーションの

観点では、大島・当麻が京都市の京都ナノテ

ク事業創成クラスター事業に参画した企業を

対象に、特許によるネットワークの可視化と

ヒアリングを行い、技術支援機関である大学、

研究機関が技術の進化において重要な役割を

持つことを指摘している9）。

これまでの京都企業に関する議論では、企

業モデルの特徴を有する企業が所在する範囲

については言及されておらず、イノベーショ

ンの分野においても全体的な京都企業の説明

がされていない。そのため、京都企業のモデ

ルをイノベーションの観点から定量的に分析

することは、これまでに述べられてきた定性

的な京都企業の特徴を補完し、より明確化さ

せる意義を持つ。また與倉が地理学における

産業集積研究について、経済地理学での成果

が新しい空間経済学における数理モデルの空

間スケールを計量的に裏付けることに役立つ

と指摘している10）ように、地理学において

イノベーションを扱うことにより、定量的な

説明ができる点からも意義があるといえよ

う。

第Ⅱ章　特許データによる分析

第 1節　研究目的と研究対象

本稿では、京都府内の製造業に焦点を当て、

企業の業種とネットワークの関係性に着目し

た分析を行い、京都企業のモデルとその特徴

を有する企業が集積する範囲について検討す

る。分析では、京都企業のモデルを定量的に

捉えるため、特許データを用いた水野の研

究11）を参考に、特化した技術力について特

許を指標とした考察を行う。

本稿における研究対象地域は、京都府全域

である。研究対象地域における製造業の会社

企業数12）の動向は、2012（平成 24）年と

2016（平成 28）年の経済センサス活動調

査13）から、第 1表、第 2表のように示される。

業種別にみると、繊維工業における減少が著

しく、市区町村別にみると、京都市において

大きく減少している。特に中京区と上京区に

おいて減少している企業の数が多くなってい

るが、これは京都市の規模が大きいためであ

第 1 表　京都府における製造業の会社企業数の動

向（2012 ～ 2016 年）

業種
2016 年の 
企業数（社）

経年 
変化

繊維工業 1,399 –245
印刷・同関連業 505 –56
その他の製造業 314 –55
はん用機械器具製造業 116 –52
食料品製造業 514 –41
パルプ・紙・紙加工品製造業 196 –36
金属製品製造業 543 –36
電気機械器具製造業 297 –36
生産用機械器具製造業 606 –28
木材・木製品製造業（家具を除く） 120 –26
窯業・土石製品製造業 200 –17
電子部品・デバイス・電子回路製造業 136 –17
情報通信機械器具製造業 26 –12
化学工業 130 –11
家具・装備品製造業 194 –8
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 252 –7
業務用機械器具製造業 212 –6
鉄鋼業 60 –5
ゴム製品製造業 16 –3
輸送用機械器具製造業 97 –3
石油製品・石炭製品製造業 9 –2
飲料・たばこ・飼料製造業 143 0

非鉄金属製造業 54 0

なめし革・同製品・毛皮製造業 62 2

計 6,201 –700

出所）『経済センサス―活動調査　企業等に関する集計 
産業横断的集計』（平成 24、28 年）より作成
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り、地域別の経年変化をみる場合は、地域の

規模を考慮する必要がある。京都府全域での

動向は、2012 年の時点で 6,901 あった企業数

が 2016 年では 6,201 まで減少しており、経

年変化率が－ 10.1％となっている14）。その

ため、京都府内における製造業の規模は、主

に繊維工業を中心として縮小傾向にある。

本稿の研究対象となる企業は、京都府にお

いて実質的な本店業務を行う事業所を持つ製

造業の企業 838 社である。対象となる企業の

選定は、株式会社帝国データバンクが編纂し

ている、帝国データバンク会社年鑑の第 99

版を用いて行った15）。上記の企業を日本標

準産業分類に準拠した帝国データバンク産業

分類表の中分類に沿って分類したものが第 3

表である。これらの企業を扱うことにより、

2012 年（平成 24）年の経済センサス活動調

査における企業の 12.1％、2016（平成 28）

年の経済センサス活動調査における企業の

13.5％を説明することができる16）。また企

業規模別の内訳は、親会社が中堅・大企業で

ある 51 社を含む中小企業 749 社と中堅・大

企業 89 社となっている。

本稿における中小企業の定義は、資本金 3

億円以下かつ従業員数 300 人以下の条件に該

当する企業とする。また中堅・大企業の定義

は、中小企業の定義に当てはまらない企業と

する。中小企業基本法での製造業における中

小企業の範囲は、資本の額または出資の総額

が 3億円以下の会社並びに常時使用する従業

員の数が 300 人以下の会社及び個人17）であ

り、中小企業庁の定義18）では、資本の額ま

たは出資の総額、常時使用する従業員の数の

どちらかを満たしていればよいとされる。し

かし、水野が中小企業の定義について指摘し

ている19）ように、定義の幅が広くなりすぎ

てしまい、中小企業の範囲から大きく外れた

企業も含んでしまう可能性があるため、本稿

では資本金と従業員数のどちらの条件も満た

すものとする。

第 2 表　京都府における市区町村別の会社企業数

の動向（2012 ～ 2016 年）

市区町村 2016 年の企業数（社） 経年変化

中京区 485 –102
上京区 409 –98
右京区 461 –83
下京区 363 –62
南区 742 –60
伏見区 515 –37
城陽市 132 –28
北区 265 –26
亀岡市 156 –26
山科区 233 –23
西京区 158 –18
京丹後市 180 –18
宇治市 350 –17
長岡京市 98 –16
舞鶴市 103 –15
綾部市 84 –14
東山区 125 –10

その他 1,342 –47

計 6,201 –700

注）その他は経年変化が 2 桁に満たない市区町村を合算

したものを示す。

出所）『経済センサス―活動調査　企業等に関する集計 
産業横断的集計』（平成 24、28 年）より作成

第 3表　産業中分類による対象企業の内訳

業種 企業数（社）

食料品・飼料・飲料製造業 127

一般機械器具製造業 125

電気機械器具製造業 97

出版・印刷・同関連産業 72

その他の製造業 70

金属製品製造業 64

化学工業 47

繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く） 45

精密機械・医療機械器具製造業 33

衣服・その他の繊維製品製造業 29

窯業・土石製品製造業 29

パルプ・紙・紙加工品製造業 27

鉄鋼業・非鉄金属製造業 25

輸送用機械器具製造業 17

家具・装飾品製造業 12

木材・木製品製造業（家具を除く） 10

ゴム製品製造業 4

皮革・同製品・毛皮製造業 4

石油製品・石炭製品製造業 1

計 838

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版より作成
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第 2節　研究方法

はじめに、帝国データバンク会社年鑑を用

いて、対象となる企業を選定する（以下、対

象企業）。対象企業の選定については、帝国

データバンク産業分類表を用いて、各企業の

欄に記載されている業種コードから製造業に

該当するものを抽出し、産業分類表の中分類

に沿って分類した。

次に、特許情報プラットフォーム（J- 

PlatPat）20）（以下、J-PlatPat）を利用し、対

象企業が複数の相手と共同で出願した特許を

検索する。J-PlatPat は独立行政法人工業所有

権情報・研修館が提供する無料のプラット

フォームであり、産業財産権情報の検索や照

会ができる。本稿では、特許・実用新案検索

を用いて、対象企業が相手（以下、共同出願

相手）と共同で出願した国内文献の特許を検

索する。

対象とする期間は、水野の研究21）と同様

に 5年間として、本稿の研究を始めた前年ま

での 2014 年から 2018 年を扱う。また対象と

する特許は、公知日が 2014 年から 2018 年の

5 年間に含まれているすべての特許を扱う。

そのため、実際のイノベーションが起こった

期間には数年の隔たりがあると考えられる。

これは特許の種類によるものであり、公開特

許公報が特許の出願日から 1年 6ヶ月後に発

行される22）ものであるのに対して、特許公

報は審査を通過した後に発行されるためであ

る。それぞれの特徴について水野が指摘して

いる23）ように、公開特許公報は、出願者が

出願時の料金を納付することによって発行さ

れるものすべてであるため、データ量が豊富

であり、発行されてからの時間の隔たりが少

ないという長所がある。その反面、審査を受

けていない状態であるため、イノベーション

による新規性が客観的に認められていないと

いう短所を持つ。反対に特許公報は、審査に

よる時間の隔たりが大きくなりやすく、公開

特許公報に比べてデータ量が充実していない

代わりに、イノベーションによる新規性が保

証されている。本稿では、特許が出願された

時点でイノベーションが起こったものとみな

し、イノベーションへの客観性よりも特許の

数に重点を置くものとする。

さらに、特許の出願人の欄において対象企

業と共同出願相手の 2者以上の名称が記載さ

れており、発明者の欄に複数名の名称が記載

されているものを分析の対象とする。そして、

1 つの特許の出願人の欄に対して、対象企業

と共同出願相手 1者の名称がある場合に 1件

のイノベーションが起こったものとみなす。

そのため、対象企業を A、共同出願相手を a、

b、c などとすると、2 者の共同出願相手と出

願した特許であれば、A-a 間と A-b 間におい

て 0.5 件ずつ、3 者の共同出願相手と出願し

た場合であれば、A-a 間と A-b 間、A-c 間に

おいて 0.33 件ずつのイノベーションがあっ

たことになる。なお、本稿で扱った特許の出

願人の欄において、共同出願相手の数が最大

であったものは、4 者が記載されているもの

であった。

最後に、検索から得られた特許の発明者の

欄に記載されている、対象企業と共同出願相

手の双方における発明者の所在地を抽出し、

ジオコーディングを行ったうえで、GIS を用

いて発明者間のネットワークを分析する。ジ

オコーディングの時点において、対象企業の

発明者の欄に京都府内の所在地が記載されて

いない特許については、分析の対象から除外

した。また対象企業の発明者の所属が記載さ

れておらず、所在地を 1つに特定できない場
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合は、発明者の所在地ではなく、出願人の欄

に記載されている所在地を用いてネットワー

クを作成した。そして、共同出願相手の業種

について、帝国データバンク会社年鑑に記載

されている企業に関しては、対象企業と同様

の方法で業種を特定し24）、記載されていな

い企業に関しては、各企業の会社概要を確認

したうえで、帝国データバンク産業分類表を

用いて業種を特定した25）。

第Ⅲ章　中小企業が形成する 

全国規模の業種別ネットワーク

はじめに分析を行うにあたり、全国におけ

る特許の出願状況を確認する。第 4表は特許

庁の特許行政年次報告書26）において、2014

年から 2018 年までに日本人によって出願さ

れた特許を集計したものである。集計結果が

示すように、全国で出願された特許の半数を

占めているのは、東京都において出願された

ものである。ただし、特許行政年次報告書の

取扱いについて水野が指摘している27）よう

に、この統計は特許権者の所在地が都道府県

単位で集計されたものであるため、実際のイ

ノベーションが他の都道府県において起こっ

たものだとしても、企業の登記上の所在地が

東京都であれば、東京都での出願としてカウ

ントされる。また都道府県単位での集計は、

筆頭出願人の所在地をもとに行われている。

そのため、複数の事業所を持ち、二本社制を

採用している企業の存在を考慮すると、実際

の東京都における特許の出願件数は、統計上

の数値よりも少なくなることが考えられる。

以上の点を踏まえたうえで、京都府での出願

件数をみると、東京都、大阪府、愛知県、神

奈川県に次ぎ 5番目となっており、他の都道

府県と比べて、イノベーションが多く起こっ

ていることがわかる。

この章では、対象企業の中で親会社が中堅・

大企業である 51 社を除いた中小企業 698 社

を対象に、同一者間での複数の特許を含む、

全国の共同出願相手との間で出願された

225.0 件の特許を扱う。分析では、規模が大

きい親会社との強い関係性が想定される系列

企業の中小企業を除き、京都府内の中小企業

がイノベーションにおいて形成するネット

ワークの特徴を検討する。第 5 表は、225.0

件の特許を対象企業の業種によって分類した

第4表　全国での特許の出願件数（2014～ 2018年）

都道府県 出願件数（件） シェア（％）

東京 655,812 50.5
大阪 164,817 12.7
愛知 146,267 11.3
神奈川 74,776 5.8
京都 47,734 3.7
兵庫 30,294 2.3
静岡 17,920 1.4
埼玉 17,649 1.4
広島 12,364 1.0

秋田 552 0.0
その他 203 0.0

計 1,298,964 100.0

注）その他は都道府県が特定できない特許を示す。また

シェアが極端に少ない都道府県は、0.0％となっている。

出所）『特許行政年次報告書』（2014 ～ 2018 年）より作成

第 5 表　対象企業における中小企業が共同で出願

した特許の内訳

業種 出願件数（件）

一般機械器具製造業 50.0
精密機械・医療機械器具製造業 48.0
その他の製造業 33.0
化学工業 27.0
電気機械器具製造業 23.0
食料品・飼料・飲料製造業 14.0
金属製品製造業 10.0
繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く） 8.0
木材・木製品製造業（家具を除く） 4.0
窯業・土石製品製造業 3.0
出版・印刷・同関連産業 2.0
輸送用機械器具製造業 2.0
衣服・その他の繊維製品製造業 1.0

計 225.0

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、J-PlatPat
より作成
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ものであり、一般機械器具製造業における特

許の出願件数が 50.0 件と最も多く、次いで

精密機械・医療機械器具製造業が 48.0 件、

その他の製造業が 33.0 件と続く。そして、

これらの特許に携わった対象企業と共同出願

相手の発明者間のネットワークを示すと第 1

図のようになる。以下では、その他の製造業

を除き、対象とする特許の中で、対象企業の

各業種の占める割合が 1割を超えている一般

機械器具製造業、精密機械・医療機械器具製

造業、化学工業、電気機械器具製造業の 4業

種についてネットワークの分析と考察を行

う。

第 6表は、対象企業の 4業種が出願した特

許における共同出願相手の内訳であり、形成

されるネットワークを示すと第 2図のように

なる。業種別での出願された特許の数が最も

多い一般機械器具製造業では、ガス業と分類

不能の産業との間においてネットワークが多

く形成されている。この 2つの業種とのネッ

トワークは、一部の対象企業が特定の相手と

複数回にわたって出願した特許において形成

されたものであり、ガス業とのネットワーク

においては、対象企業 1社と三大都市圏の各

大手ガス会社との間ですべて形成されてい

る。また分類不能の産業とのネットワークに

おいても、個人名義で出願している共同出願

相手との間ですべて形成されている。精密機

械・医療機械器具製造業におけるネットワー

クでは、一般機械器具製造業の場合と同様に、

一部の対象企業が特定の相手と複数回にわ

たって特許を出願しており、共同出願相手の

業種も精密機械・医療機械器具製造業である

ことから、同業種間においてイノベーション

が多く起こっている。化学工業と電気機械器

具製造業におけるネットワークは、それぞれ

学術研究機関を主な共同出願相手として形成

されている。化学工業のネットワークを形成

している学術研究機関には、近畿圏に所在地

を置く大学や研究機関、電気機械器具製造業

のネットワークを形成している学術研究機関

には、近畿圏の大学や首都圏の研究機関が多

く該当している。

第 7 表は、4 業種とのネットワークを産学

公の分類によってまとめたものである。ここ

では、帝国データバンク産業分類表における

中分類が学術研究機関と政治・経済・文化団

体であるネットワークをまとめて学・公とし

て扱い、産にあたるネットワークを中小企業

と中堅・大企業に区分して分析を行った。化

学工業と電気機械器具製造業のネットワーク

では、中小企業や学・公の発明者との距離が

第 1 図　対象企業における中小企業が形成する

ネットワーク

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、

J-PlatPat より作成
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短く、中堅・大企業の発明者との距離が長い

という傾向がある。反対に精密機械・医療機

械器具製造業のネットワークでは、中小企業

と中堅・大企業の双方の発明者との距離がほ

とんど変わらず、一般機械器具製造業のネッ

トワークでは、中小企業の発明者とのイノ

ベーションであったとしても、離れた距離に

いる相手との間で形成されていることが多

い。與倉は製造技術分野における研究開発に

ついて、工学的知識や実践的技術による開発

が中心であり、科学的知識に基づく他分野の

開発に比べて、地理的に遠く離れた研究開発

先が持つオンリーワンの技術の必要性が小さ

くなると指摘している28）。そのため、企業

とのイノベーションでは、専門的な知識を有

する学術研究機関とのイノベーションに比べ

て、技術の独自性よりも地理的近接性が優先

されると考えられる。また水野・立見は、地

方の地場産業地域のような同業種集積に基づ

いた経済では、認知的近接性が極めて高く、

新奇的知識を得ることができないと指摘して

いる29）。一般的に中小企業は大企業に比べ

てローカルな取引連関に依存する傾向が強い

と想定している水野の指摘30）を踏まえると、

京都府内の中小企業においても同様に、認知

的に近い相手との間でイノベーションが起こ

りやすいと考えられる。

しかし、精密機械・医療機械器具製造業や

第 6表　対象企業における中小企業 4業種の特許出願の内訳

一般機械器具製造業

共同出願相手の業種 出願件数（件）

ガス業 17.0
分類不能の産業 10.5
卸売業 4.0
一般機械器具製造業 3.5
化学工業 3.0
窯業・土石製品製造業 2.0
輸送用機械器具製造業 2.0
精密機械・医療機械器具製造業 1.5
その他の事業サービス業 1.5
食料品・飼料・飲料製造業 1.0
金属製品製造業 1.0
その他の製造業 1.0
投資業 1.0
パルプ・紙・紙加工品製造業 0.5
学術研究機関 0.5

計 50.0

精密機械・医療機械器具製造業

共同出願相手の業種 出願件数（件）

精密機械・医療機械器具製造業 29.8
分類不能の産業 4.0
一般機械器具製造業 3.0
ガス業 2.8
化学工業 2.0
学術研究機関 1.5
総合工事業 1.0
石油製品・石炭製品製造業 1.0
保険衛生、廃棄物処理業 1.0
輸送用機械器具製造業 0.5
広告・調査・情報サービス業 0.5
その他の事業サービス業 0.5
ゴム製品製造業 0.3

計 48.0

化学工業

共同出願相手の業種 出願件数（件）

学術研究機関 11.5
化学工業 6.0
精密機械・医療機械器具製造業 2.5
卸売業 2.5
分類不能の産業 1.5
食料品・飼料・飲料製造業 1.0
その他の製造業 1.0
パルプ・紙・紙加工品製造業 0.5
石油製品・石炭製品製造業 0.5

計 27.0

電気機械器具製造業

共同出願相手の業種 出願件数（件）

学術研究機関 10.6
電気機械器具製造業 4.0
政治・経済・文化団体 2.0
一般機械器具製造業 1.5
出版・印刷・同関連産業 1.0
ゴム製品製造業 1.0
化学工業 0.8
精密機械・医療機械器具製造業 0.8
分類不能の産業 0.8
卸売業 0.5

計 23.0

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、J-PlatPat より作成
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第 2図　対象企業における中小企業 4業種が形成するネットワーク

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、J-PlatPat より作成
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一般機械器具製造業のネットワークが示すよ

うに、一部の業種におけるイノベーションで

は、地理的近接性が優先されていない。特に

一般機械器具製造業における中小企業との

ネットワークでは、中堅・大企業とのネット

ワークに比べて発明者間の距離が長くなって

おり、対象とする数を考慮したとしても、地

理的近接性がネットワークを形成する要因と

なっているとはいえない。すなわち、中小企

業間のイノベーションであったとしても、技

術力がネットワークを形成する要因となって

いることが示唆される。以上のことを踏まえ

ると、京都府内の中小企業のイノベーション

では、一部の業種において地理的近接性より

も技術力によってネットワークの形成が決定

されているといえよう。そのため、京都企業

として特化した技術力を持ち、市場に対して

広く展開する企業は、企業規模にかかわらず

存在しているといえる。

第Ⅳ章　京都企業が府内で形成する 

業種別ネットワーク

この章では、親会社が中堅・大企業である

51 社を含む中小企業 749 社と中堅・大企業

89 社の計 838 社を対象に、同一者間での複

数の特許を含む、京都府内の共同出願相手と

の間で出願された特許の中で、双方における

発明者の所在地が府内となっている 199.0 件

を扱う。第 8表は中小企業におけるイノベー

ションと同様に、対象とする特許を対象企業

の業種によって分類したものである。京都府

内におけるイノベーションでは、電気機械器

具製造業における出願が過半数を占めて

109.8件、次いで化学工業が25.5件、精密機械・

医療機械器具製造業が 25.0 件と続く。以下

では、帝国データバンク産業分類表における

中分類に沿って業種ごとのネットワークの分

析を行い、京都府内に形成されるネットワー

クの特徴と京都企業の特徴を有する企業が集

積する範囲について考察する。

京都府内の発明者間による特許は、対象企

業の中分類によって 12 の業種に分類され、

第 7 表　対象企業における中小企業 4 業種が産学

公別に形成するネットワークと距離の関係

ネットワークの種類
距離の 
平均値
（km）

距離の 
中央値
（km）

ネット 
ワーク 
の数

一般機械器具製造業 
―中小企業

306.5 353.3 8.0

一般機械器具製造業 
―大企業

240.5 233.8 19.0

一般機械器具製造業
―学・公

284.6 375.3 3.0

精密機械・医療機械器具
製造業―中小企業

217.0 228.1 8.0

精密機械・医療機械器具
製造業―中堅・大企業

210.6 228.5 12.0

精密機械・医療機械器具
製造業―学・公

23.6 23.6 2.0

化学工業―中小企業 160.5 109.2 5.0
化学工業―中堅・大企業 265.7 372.1 7.0
化学工業―学・公 87.1 28.3 5.0
電気機械器具製造業 
―中小企業

128.3 87.2 8.0

電気機械器具製造業 
―中堅・大企業

284.1 316.8 8.0

電気機械器具製造業
―学・公

140.6 79.4 11.0

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、J-PlatPat
より作成

第 8 表　対象企業が府内において共同で出願した

特許の内訳

業種 出願件数（件）

電気機械器具製造業 109.8
化学工業 25.5
精密機械・医療機械器具製造業 25.0
その他の製造業 12.3
金属製品製造業 8.3
出版・印刷・同関連産業 4.0
一般機械器具製造業 4.0
食料品・飼料・飲料製造業 3.0
窯業・土石製品製造業 3.0
鉄鋼業、非鉄金属製造業 2.0
衣服・その他の繊維製品製造業 1.0
輸送用機械器具製造業 1.0

計 199.0

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、J-PlatPat
より作成
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第 3図　対象企業の各業種が府内で形成するネットワーク

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、J-PlatPat より作成
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業種ごとのネットワークは第 3図のように示

される。その中で特許の出願件数が最も多い

電気機械器具製造業におけるイノベーション

では、第 4図のような複雑なネットワークが

形成されている。これらのネットワークの主

な特徴は、以下の3つに区分される。1つ目は、

親会社と子会社によるネットワークである。

一般機械器具製造業、精密機械・医療機械器

具製造業、卸売業との間に形成されるほとん

どのネットワークにおいて、対象企業と共同

出願相手が親会社と子会社の関係にある。親

会社にあたる企業はすべて大企業となってお

り、子会社との系列間の関係性があるため、

イノベーションにおける企業間のネットワー

クが形成されやすいと考えられる。2つ目は、

学術研究機関とのネットワークである。この

ネットワークでは、一部の大学が結節点と

なっている。大学は多方面の専門的知識を有

する学術研究機関であり、企業が持つ独自の

技術に幅広く関わることができるため、イノ

ベーションによる新奇的知識が得られやすい

と考えられる。3 つ目は、ベンチャー企業と

のネットワークである。対象企業における複

数の大企業は、大学や企業から独立したベン

チャー企業との間でネットワークを形成して

いる。これらのベンチャー企業は特定の分野

に特化した技術力を持っている31）ため、企

業間でのイノベーションを可能にしていると

第 4図　電気機械器具製造業が府内で形成するネットワーク

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、J-PlatPat より作成
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考えられる。

化学工業と精密機械・医療機械器具製造業

におけるイノベーションでは、どちらも学術

研究機関を主な共同出願相手として、それぞ

れのネットワークの過半数を形成している。

化学工業におけるネットワークは、一部の対

象企業が学術研究機関との間に強い関係性が

あり、個人名義で出願している相手や地理的

に離れた相手との間にも形成されている。精

密機械・医療機械器具製造業におけるネット

ワークは、学術研究機関との間で形成された

ものが複数みられる。またどちらのネット

ワークにも共通して、電気機械器具製造業に

おけるイノベーションと同様に、一部の大学

が結節点となっている。

その他の製造業におけるイノベーションの

ネットワークは、京都市の南部を中心として

形成されており、その中で、広告・調査・情

報サービス業とのネットワークが地理的に近

接した相手との間で形成されている。この

ネットワークは、主にレジャー機器のソフト

ウェアやハードウェア、娯楽用品を製造して

いる大企業が事業内容に関連した技術を持っ

た企業との間に形成しているものである。そ

のため、特定の分野において強い影響力を持

つ企業によるイノベーションでは、その分野

に特化したネットワークが周辺に形成されや

すいと考えられる。

残りの8業種におけるイノベーションでは、

特許の出願件数が 1 桁台にとどまっており、

各業種での出願件数をすべて合算したとして

も、全体における 1割弱を占めているに過ぎ

ない。そのため、サンプルとしての母数は非

常に少ないものとなってしまうが、これらの

業種におけるイノベーションの特徴は、共同

出願相手に学術研究機関を含むか否かによっ

て以下の 2つに分けて考えることができる。

1 つは専門的知識を必要とするイノベー

ションである。8 業種の中で、学術研究機関

とのネットワークを形成しているのは、食料

品・飼料・飲料製造業、鉄鋼業、非鉄金属製

造業、金属製品製造業、一般機械器具製造業、

輸送用機械器具製造業の 5業種であり、すべ

て大学との間で行われている。食料品・飼料・

飲料製造業におけるイノベーションでは、同

業種での発明者間の距離が短く、学術研究機

関との場合は、同業種と比べて長くなってい

る。また一般機械器具製造業におけるイノ

ベーションでも、学術研究機関との発明者間

の距離は、他の業種に比べて長くなっている。

鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、

輸送用機械器具製造業の 3業種におけるイノ

ベーションでは、共同出願相手が学術研究機

関のみとなっており、すべて京都府内にある

大学との間でネットワークが形成されてい

る。鉄鋼業、非鉄金属製造業と金属製品製造

業におけるネットワークは、対象企業によっ

て相手との関係性の強さが異なり、輸送用機

械器具製造業におけるネットワークは、発明

者間の距離が大きく離れている。

もう 1つは、専門的知識をあまり必要とし

ないイノベーションである。衣服・その他の

繊維製品製造業、出版・印刷・同関連産業、

窯業・土石製品製造業の 3 業種が形成する

ネットワークの多くは、学術研究機関との間

に形成されるネットワークに比べて発明者間

の距離が短くなっている。以上のことを踏ま

えると、イノベーションが起こる機会が少な

い業種においても、専門的知識を有する大学

や地理的に離れた相手との間でネットワーク

が形成されている。機会自体は少ないものの、

これらの業種における発明者が持つ技術力
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は、対象企業と共同出願相手の双方における

ネットワークの形成を決定する要因の 1つと

なっていると考えられる。

これまでに述べてきた、京都府内でのイノ

ベーションに携わった対象企業と共同出願相

手のネットワークをすべて示すと第 5図のよ

うになる。第 9表は、対象企業と共同出願相

手の双方における発明者の所在地を京都市内

と京都市外の区分により、市内－市内型、市

内－市外型、市外－市内型、市外－市外型の

4 種類に分類し、出願された 199.0 件の特許

を当てはめたものである。市内－市内型の特

許は、全体の出願件数における過半数を占め

ており、京都府内におけるイノベーションの

多くが京都市内で起こっていることを示して

いる。市内－市外型の特許は、出願件数が次

点で多く、電気機械器具製造業における一般

機械器具製造業、卸売業とのネットワークが

すべて該当しており、これらは、親会社と子

会社の発明者間で形成されたものである。ま

た複数の対象企業と学術研究機関とのネット

ワークもあり、京都市外に所在地を置く学術

研究機関には、市内に所在地を置く大学の

キャンパスや研究施設、専門的な研究機関が

あげられる。市外－市内型の特許では、市内

－市外型の特許と同様に、複数の対象企業と

学術研究機関とのネットワークがあり、すべ

て市内に所在地を置く大学との間で形成され

ている。市外－市外型の特許では、出願件数

が非常に少なく、京都市外における発明者間

でのイノベーションが起こりにくいことを示

している。

以上のことから、京都府内におけるイノ

ベーションは、電気機械器具製造業によるも

のが多く、専門的知識を有する学術研究機関

や特定の分野に特化した技術力を持つベン

チャー企業との結びつき、大企業の系列間に

おける関係性によって成り立っているといえ

る。また複数の業種のイノベーションにおい

て、一部の大学がネットワークの結節点と

なっており、企業が持つ独自の技術に幅広く

関わることによって、新奇的知識の獲得を可

能にしていると考えられる。さらに大学との

イノベーションでは、新奇的知識を獲得する

機会が少ない業種においても、地理的に離れ

た発明者間のネットワークが形成されてお

り、企業の発明者の持つ技術力がネットワー

クを形成する要因となり得ることを示してい

る。

第 5図　対象企業が府内で形成するネットワーク

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、

J-PlatPat より作成

第 9表　発明者の所在地別による特許の内訳

発明者所在地の組み合わせ 出願件数（件）

市内－市内 118.3
市内－市外 56.2
市外－市内 22.0
市外－市外 2.5

計 199.0

出所）『帝国データバンク会社年鑑』第 99 版、J-PlatPat
より作成
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これらのイノベーションを発明者の所在地

別にみると、そのほとんどが京都市内におい

て成り立っており、大企業の子会社や学術研

究機関とのイノベーションを除いた、京都市

外における発明者間のネットワークは、非常

に少ないものとなっている。そのため、京都

府内の製造業は、京都市内を中心として大学

をはじめとする学術研究機関が端部となるよ

うな複合的なネットワークの内部において、

イノベーションによる新奇的知識を獲得して

おり、京都市とその周辺に特化した当事者間

の関係を築いている。すなわち、京都企業の

モデルに該当する企業は、京都市を中心とし

た特定の範囲に集積していると示唆される。

第Ⅴ章　おわりに

本稿では、京都府内の製造業を対象に特許

データを用いて分析することにより、企業が

形成するネットワークからイノベーションに

おける当事者間の関係を明らかにし、京都企

業のモデルとその特徴を有する企業が集積す

る範囲について検討してきた。分析と考察か

ら得られた成果をまとめると、以下のように

なる。

第 1に、中小企業を対象として、特許を共

同で出願した相手との全国規模のネットワー

クを分析した。業種別にネットワークの特徴

をみると、一般機械器具製造業と精密機械・

医療機械器具製造業において、特定の相手と

の間に多く形成され、化学工業と電気機械器

具製造業では、学術研究機関との間に形成さ

れたものが多く該当していた。これらの業種

が形成するネットワークを産学公で分類する

と、地理的近接性が優先されると考えられる

企業とのイノベーションにおいて、一般機械

器具製造業と精密機械・医療機械器具製造業

は、地理的近接性ではなく、技術の独自性に

よると示唆されるネットワークを形成してい

た。そのため、一部の業種において地理的近

接性よりも技術力によってネットワークが形

成され、京都企業として特化した技術力を持

ち、市場に対して広く展開する企業は、企業

規模にかかわらず存在していることが示唆さ

れた。

第 2に、中小企業と中堅・大企業の双方を

対象として、特許を共同で出願した相手との

京都府内のネットワークを分析した。京都府

内におけるイノベーションでは、電気機械器

具製造業によるネットワークが過半数を占

め、主に学術研究機関やベンチャー企業との

結びつき、大企業の系列間によって形成され

ていた。また、複数の業種が形成するネット

ワークにおいて大学が結節点となることで、

企業との幅広い関わりから、新奇的知識の獲

得を可能にしていることが考えられた。さら

に、イノベーションの機会が少ない業種にお

いても、学術研究機関とのネットワークが形

成されており、京都府全域でみると、京都市

を中心として学術研究機関を端部とする複合

的なネットワークとなっていることから、イ

ノベーションにおける当事者間の関係は、京

都市とその周辺に特化した関係性となってお

り、その範囲に集積する企業が京都企業とし

ての特徴を有していると示唆された。

本稿では、京都府内の製造業がイノベー

ションにおいて形成するネットワークについ

て、特許を指標として定量的に分析すること

により、京都企業のモデルと企業が集積する

範囲について検討した。以上により、一部で

はあるが、定性的な京都企業の特徴を補完し、

明確化することができた。
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最後に、本稿における課題について言及す

る。本稿で扱った帝国データバンク会社年鑑

では、京都府下のすべての企業を網羅するこ

とはできない。そのため、一部の業種におい

てサンプルの母数が非常に少ない状態での分

析となった。加えて、会社年鑑に記載されて

いない企業が京都府内、あるいは全国の相手

とイノベーションのネットワークを形成して

いる可能性は十分に考えられる。より細かな

分析を行うには、会社年鑑以上に企業の情報

を得られる資料の活用、特許以外を用いた分

析などが有用といえる。また、本稿では期間

を 5年間に定めて分析を行ったため、ネット

ワークの経年変化までは言及できていない。

さらに、他の都道府県におけるイノベーショ

ンとの比較や詳細な京都企業の特徴について

の説明ができていない。そのため、今後はネッ

トワークの経年変化、全国との比較、そして

定量的に説明できない特徴への着目によっ

て、より明確な京都企業のモデルが明らかに

なるだろう。

〔付記〕本稿は 2020 年度に立命館大学文学

部人文学科地理学専攻に提出した卒業論文を

大幅に加筆・修正したものである。本稿の作

成にあたっては、立命館大学の矢野桂司先生

にご指導いただきました。末筆ではあります

が、心より御礼申し上げます。
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